
徳島県農林水産政策関係事業補助金交付要綱

（補助金の交付）

第１条 知事は、農林水産政策関係事業の促進、振興を図るため、市町村、徳島県農業会議、徳島県農業開発公

社、農業協同組合、森林組合、漁業協同組合、徳島県農業信用基金協会、その他知事が適当と認めるもの（以

下「補助事業者」という。）が行う農林水産政策関係事業に要する経費に対し、予算の範囲で、補助事業者に

補助金を交付するものとし、その交付については、徳島県補助金交付規則（昭和58年徳島県規則第53号。以下

「規則」という。）に定めるもののほか、この要綱の定めるところによる。

（事業及び経費等）

第２条 前条に規定する事業及び経費並びにその補助率又は補助額は、別表１に定めるとおりとする。

（補助金交付申請書等）

第３条 規則第３条の補助金交付申請書は、様式第１号による。

２ 規則第３条の知事が定める書類は、別表２に定めるとおりとする。

３ 規則第３条の知事が定める期日は、別に定める。

４ 補助事業者は、規則第３条の補助金交付申請書を提出するに当たって、各事業実施主体において当該補助金

に係る仕入れに係る消費税等相当額（補助対象経費に含まれる消費税等相当額のうち、消費税法（昭和６３年

法律第１０８号）に規定する仕入れに係る消費税額として控除できる部分の金額と当該金額に地方税法（昭和

２５年法律第２２６号）に規定する地方消費税率を乗じて得た金額に補助率を乗じて得た金額をいう。以下同

じ。）がある場合は、これを減額して申請しなければならない。ただし、申請時において当該補助金に係る仕

入れに係る消費税等相当額が明らかでない事業実施主体についてはこの限りでない。

（補助金の交付の条件）

第４条 規則第５条第１項各号に掲げる事項、規則第１５条の２に規定する事項及び次の各号に掲げる事項は、

補助金の交付の決定の条件となる。

(1) 補助事業者は、補助事業に係る間接補助金（補助事業者が相当の反対給付を受けないで交付する給付金で

補助金を直接又は間接にその財源の全部又は一部として、かつ、当該補助金の交付の目的に従って交付する

ものをいう。以下同じ。）の交付の決定をする場合においては、補助金の交付の決定に付された条件並びに

規則第１６条及び第１７条に定める事項と同一の条件とすること。

(2) 補助事業者は、間接補助金の財源に充てるべき補助金の交付を前金払又は概算払により受けた場合におい

ては当該交付を受けた補助金の額が、既に間接補助事業者（間接補助金の交付の対象となる事務又は事業を

行う者をいう。以下同じ。）に対して交付している間接補助金の額を超えているときは、遅滞なく、当該間

接補助事業者に対し、その超えている額に相当する金額の間接補助金を交付しなければならない。

（軽微な変更）

第５条 規則第５条第１項第１号及び第２号の知事の定める軽微な変更は、別表１に掲げるもの以外のものとす

る。

（変更の承認の申請等）

第６条 規則第５条第１項第１号から第３号までの規定による知事の承認を受けようとする者は、補助事業変更

（中止・廃止）承認申請書（様式第２号）を知事に提出しなければならない。

２ 前項の申請書には、変更前を上段括弧書に、変更後を下段に二段書きにした別表２の書類を添付しなければ

ならない。

３ 規則第５条第１項第４号の規定による知事への報告をしようとする者は、その理由及び補助事業の遂行の状

況を記載した書類を知事に提出しなければならない。

（状況報告）

第７条 補助事業者は、知事が別に定めるところにより、補助事業遂行状況報告書（様式第３号）を作成し、知

事に提出しなければならない。

（実績報告書等）

第８条 規則第１１条の実績報告書は、様式第４号による。

２ 規則第１１条の知事の定める書類は、別表３に定めるとおりとする。

３ 規則第１１条の規定による実績報告は、補助事業の完了の日若しくは廃止の承認を受けた日から起算して

３０日を経過した日又は補助金の交付の決定のあった年度の３月３１日のいずれか早い期日までにしなければ

ならない。

４ 第３条第４項ただし書きにより交付の申請を行った補助事業者は、実績報告の提出前に当該補助金に係る仕



入れに係る消費税等相当額が明らかになった場合には、これを補助金額から減額するよう手続を行うものとす

る。

５ 第３条第４項ただし書きにより交付の申請をした補助事業者は、規則第１１条の実績報告書を提出した後に

おいて、消費税及び地方消費税の申告により当該補助金に係る仕入れに係る消費税等相当額が確定した場合に

は様式第５号により、その金額（前項の規定により減額した各事業実施主体にあっては、その金額が減じた額

を上回る部分の金額）を速やかに知事に報告しなければならない。

６ 知事は、前項の報告があった場合には、当該消費税等仕入控除税額の全部又は一部に相当する補助金の返還

を命ずることができる。

７ 補助事業者は、補助事業の実施中に県の会計年度が終了したときは、年度終了実績報告書（様式第１０号）

を作成し、３月３１日までに知事に提出しなければならない。

（補助金の請求）

第９条 規則第１２条の規定による通知を受けた市町村以外の補助事業者は、補助金請求書（様式第６号）に当

該通知に係る通知書の写しを添えて知事に補助金の請求をしなければならない。

（補助金の支払）

第１０条 知事は、市町村である補助事業者に対しては規則第１２条の規定による補助金の額の確定の通知をし

た後、市町村以外の補助事業者に対しては前条の補助金請求書等を受理した後に、補助金を支払うものとする。

（補助金の前金払又は概算払）

第１１条 知事は、補助金の交付の目的を達成するため必要があると認めるときは、補助事業者に対し、補助金

の全部又は一部を前金払若しくは概算払により交付することがある。

２ 補助事業者は、前項の規定による補助金の前金払若しくは概算払を受けようとするときは、補助金請求書に

別に定める書類を添えて知事に提出しなければならない。

（補助金調書）

第１２条 規則第１６条の補助金調書は、様式第７号による。

２ 規則第１６条の帳簿及び証拠書類の保管の期間は、補助事業の完了の日又は廃止の承認を受けた日の属する

年度の翌年度から起算して５年間とする。

（財産の処分の制限）

第１３条 規則第１７条第２号の知事が定める財産は、その購入に要した経費の額が一件につき１０万円以上の

機械装置及び機具とする。ただし、国庫補助対象事業等で別に定めがある場合は、この限りでない。

２ 規則第１７条第３号の知事が別に定める財産は、その購入に要した経費の額が一件につき５万円以上の図書

とする。

３ 規則第１７条ただし書きの知事が定める期間は、減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和40年大蔵省

令第15号）を準用する。

（書類の提出方法）

第１４条 規則及びこの要綱の規定により知事に提出する書類は、補助事業者の住所地を所管する徳島県総合県

民局長又は東部農林水産局長に提出しなければならない。

附 則（昭和５９年４月１１日付け農林第３５１号農林水産部長通知）

１ この要綱は、昭和５９年４月１日から施行し、昭和５９年度分の補助金から適用する。

２ 次の各号に掲げる要綱は廃止する。

一 徳島県農業構造改善推進事業費補助金交付要綱（昭和４３年３月１５日付け農政第４２６号農林水産部長通知）

二 徳島農林統計協会等補助金交付要綱（昭和３７年７月２０日付け農政第８３８号農林水産部長通知）

三 徳島県単独地域農業振興事業費補助金交付要綱（昭和５４年６月１３日付け農林第７３０号農林水産部長通知）

四 徳島県農用地利用増進特別対策事業費補助金交付要綱（昭和５６年７月２１日付け農林第８０６号農林水産部長通知）

五 徳島県農村地域定住促進対策事業費補助金交付要綱（昭和５４年８月１日付け農林第９３６号農林水産部長通知）

六 昭和５８年度徳島県同和地域農林漁業振興事業費補助金交付要綱（昭和５８年４月２２日付け農林第３４６号農林水産部長通

知）

七 徳島県地域農政推進対策事業費補助金交付要綱（昭和５２年１０月２８日付け農林第１３５７号農林水産部長通知）

八 徳島県農業就業改善推進事業費補助金交付要綱（昭和５１年１０月１５日付け農林第１３３８号農林水産部長通知）

九 徳島県農用地確保対策指導等事業補助金交付要綱（昭和５０年１月２５日付け農林第７８号農林水産部長通知）

３ この要綱の施行前に交付の決定がなされた補助金については、なお、従前の例による。

附 則

この要綱は昭和６０年４月１日から施行し、昭和６０年度分の補助金から適用する。

附 則

この要綱は昭和６１年４月１日から施行し、昭和６１年度分の補助金から適用する。



附 則

この要綱は昭和６２年４月１日から施行し、昭和６２年度分の補助金から適用する。

附 則

この要綱は昭和６３年４月１日から施行し、昭和６３年度分の補助金から適用する。

附 則

この要綱は平成元年４月１日から施行し、平成元年度分の補助金から適用する。

附 則

この要綱は平成２年４月１日から施行し、平成２年度分の補助金から適用する。

附 則

この要綱は平成３年４月１日から施行し、平成３年度分の補助金から適用する。

附 則

この要綱は平成４年４月１日から施行し、平成４年度分の補助金から適用する。

附 則

この要綱は平成５年４月１日から施行し、平成５年度分の補助金から適用する。

附 則

この要綱は平成６年４月１日から施行し、平成６年度分の補助金から適用する。

附 則

この要綱は平成７年４月１日から施行し、平成７年度分の補助金から適用する。

附 則

この要綱は平成８年４月１日から施行し、平成８年度分の補助金から適用する。

附 則

この要綱は平成９年４月１日から施行し、平成９年度分の補助金から適用する。

附 則

この要綱は平成１０年４月１日から施行し、平成１０年度分の補助金から適用する。

附 則

この要綱は平成１１年４月１日から施行し、平成１１年度分の補助金から適用する。

附 則

この要綱は平成１２年４月１日から施行し、平成１２年度分の補助金から適用する。

附 則

この要綱は平成１３年４月２日から施行し、平成１３年度分の補助金から適用する。

附 則

この要綱は平成１４年４月１日から施行し、平成１４年度分の補助金から適用する。

附 則

この要綱は平成１４年１０月１日から施行し、ＢＳＥ対策酪農支援事業については、１０月１日以降に申請さ

れた補助金から適用する。

附 則

この要綱は平成１５年４月１日から施行し、平成１５年度分の補助金から適用する。

附 則

この要綱は平成１６年４月１日から施行し、平成１６年度分の補助金から適用する。

附 則

この要綱は平成１６年４月１２日から施行し、徳島県ハウスすだち緊急支援対策事業については、４月１２日

以降に申請された補助金から適用する。

附 則

この要綱は平成１６年８月５日から施行し、利子補給助成特認事業については、８月５日以降に申請された補

助金から適用する。

附 則

この要綱は平成１７年４月１日から施行し、平成１７年度分の補助金等から適用する。

附 則

この要綱は平成１７年１１月１４日から施行し、とくしまブランド燃料油高騰緊急対策事業事業については、

１１月１４日以降に申請された補助金から適用する。

附 則

この要綱は平成１８年４月１日から施行し、平成１８年度分の補助金等から適用する。

附 則

この要綱は平成１９年４月１日から施行し、平成１９年度分の補助金等から適用する。

附 則

この要綱は平成１９年７月３日から施行し、ブランド産地「競争力」整備事業、「中核的担い手」育成事業、

「阿波尾鶏」飛躍増産事業、とくしまブランド「脱石油」実証事業、集落営農推進支援事業については、７月３

日以降に申請された補助金から適用する。

附 則

この要綱は平成２０年４月１日から施行し、平成２０年度分の補助金等から適用する。



附 則

この要綱は平成２０年１０月１７日から施行し、原油等価格高騰緊急対策事業については、１０月１７日以降

に申請された補助金から適用する。

附 則

この要綱は平成２１年４月１日から施行し、平成２１年度分の補助金から適用する。

附 則

この要綱は平成２１年１０月２０日から施行し,耕作放棄地解消緊急実証モデル事業、農地確保・利用支援事業

については、１０月２０日以降に申請された補助金から適用する。

附 則

この要綱は平成２２年４月１日から施行し、平成２２年度分の補助金から適用する。

附 則

この要綱は平成２２年６月１日から施行し、平成２２年度分の補助金から適用する。

附 則

1. この改正は平成２３年７月８日から施行し、同日以降に申請された補助金から適用する。また、この改正

の施行日以前に着手されている事業であっても平成２３年度の市町村の補助事業として実施される事業又は

その受益が全県域に及ぶもので市町村を経由せずに県が直接補助を行う事業でこの改正の施行日において未

だ事業完了していない事業にも適用があるものとする。

2. 「平成２３年度とくしま強い農林水産業づくり事業の補助金交付申請書の提出期日について」（平成２３

年３月１８日付け農林第１００３６１号）で別に定める日とは、前項で定めるこの改正の施行日とする。

3. この要綱の施行の際、既に改正前の要綱の規定に基づき申請又は発行されている平成２３年度に係る申請

書、証明書、許可書その他の公文書において「とくしま強い農林水産業づくり事業」とあるのは、この要綱

の施行日以後においては、「とくしま明日の農林水産業づくり事業」と読み替えられたものとみなす。

4. 改正前の本要綱別表１の事業の欄とくしま強い農林水産業づくり事業のうち経費の欄が６水産振興事業

(4)鳴門わかめ生産支援緊急対策事業であって、平成２２年度までに事業実施計画の承認を受け、平成２３年

度以降においても事業を実施することを予定している事業については、なお従前の例による。

附 則

この要綱は平成２４年４月２日から施行し、平成２４年度分の補助金から適用する。

附 則

この要綱は平成２４年１０月２１日から施行し、平成２４年度分の補助金から適用する。

附 則

この要綱は平成２５年４月１日から施行し、平成２５年度分の補助金から適用する。

附 則

この要綱は、平成２５年６月２８日から施行し、燃油等高騰対策施設機械導入モデル事業及び燃油等高騰経営

維持資金利子助成事業については、平成２５年７月１日以降に申請された補助金から適用する。

附 則

この要綱は、平成２６年４月１日から施行する。

附 則

この要綱は、平成２６年９月２５日から施行し、平成２６年８月１日から適用する。

附 則

この要綱は、平成２７年４月１日から施行する。

附 則

この要綱は、平成２７年７月３日から施行し、平成２７年４月１日から適用する。

附 則

この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。

附 則

この要綱は、平成２９年３月１日から施行する。

附 則

１ この要綱は、平成２９年４月３日から施行し、平成２９年度分の補助金から適用する。

２ この要綱の施行前に旧要綱に基づき交付決定された補助金については、なお従前の例による。

附 則

１ この要綱は、平成３０年４月１日から施行し、平成３０年度分の補助金から適用する。

２ この要綱の施行前に旧要綱に基づき交付決定された補助金については、なお従前の例による。

附 則

１ この要綱は、平成３１年４月１日から施行し、平成３１年度分の補助金から適用する。

２ この要綱の施行前に旧要綱に基づき交付決定された補助金については、なお従前の例による。

附 則

１ この要綱は、令和２年４月１日から施行し、令和２年度分の補助金から適用する。

２ この要綱の施行前に旧要綱に基づき交付決定された補助金については、なお従前の例による。

附 則

１ この要綱は、令和３年４月１日から施行する。



２ この要綱の施行前に旧要綱に基づき交付決定された補助金については、なお従前の例によることができる。

附 則

１ この要綱は、令和３年５月６日から施行し、令和３年度分の補助金から適用する。

２ この要綱の施行前に旧要綱に基づき交付決定された補助金については、なお従前の例によることができる。

附 則

１ この要綱は、令和４年４月１日から施行し、令和４年度分の補助金から適用する。

２ この要綱の施行前に旧要綱に基づき交付決定された補助金については、なお従前の例によることができる。

附 則

１ この要綱は、令和４年５月２日から施行し、令和４年度分の補助金から適用する。

２ この要綱の施行前に旧要綱に基づき交付決定された補助金については、なお従前の例によることができる。

附 則

１ この要綱は、令和５年４月１日から施行し、令和５年度分の補助金から適用する。

附 則

１ この要綱は、令和５年７月６日から施行し、令和５年度分の補助金から適用する。

２ この要綱の施行前に旧要綱に基づき交付決定された補助金については、なお従前の例によることができる

附 則

１ この要綱は、令和５年１０月１０日から施行し、令和５年度分の補助金から適用する。

２ この要綱の施行前に農山漁村未来創造事業企画提案型において令和５年度、または令和５年度及び令和６

年度の事業計画について承認を受けている事業については、なお従前の例によることができる。

附 則

１ この要綱は、令和６年４月１日から施行し、令和６年度分の補助金から適用する。

２ この要綱の施行前に旧要綱に基づき交付決定された補助金については、なお従前の例によることができる。



別表１（第２条、第５条関係）

補 助 率 重 要 な 変 更

事 業 経 費 又 は

補 助 額 経費の配分 事業の内容

の 変 更 の 変 更

農山漁村未来 市町村、農業協同組合、森林組 実施計画の事 1 事業実施主

創造事業 合、漁業協同組合、農林漁業者 業細目に係る 体の変更

の組織する団体等が農山漁村未 経費ごとに20

来創造事業実施要領に基づいて ％を超える増 2 事業細目の

行う次の事業に要する経費 減 新設、中止又

１ 企画提案型 は廃止

(1) ハード事業 当該経費の２分の１以内。

ただし、生産性向上のた 3 事業細目に

めの高能力牛群整備につ 係る施行箇所

いては、１頭当たり３万 又は設置場所

円以内又は当該経費の２ の変更

分の１以内のいずれか低

い額。 4 事業細目ご

とに事業量の

(2) ソフト事業 当該経費の２分の１以内 20％を超える

変更

２ 政策推進型

(1) 担い手育成枠 当該経費の10分の３以内 5 事業細目に

係る主要工事

(2) 産地強化枠 当該経費の10分の３以内。 内容の変更、

ただし、生産性向上のた 施設の基本構

めの高能力牛群整備につ 造及び主要機

いては、１頭当たり３万 能の変更

円以内又は当該経費の10

分の３以内のいずれか低 6 補助金額の

い額。 変更

(3) みどりの食料システム推進 当該経費の2分の1以内

枠

３ 農地集積・事業承継加速型

(1)地域計画実現農地借受支援 定額(10分の10以内)

事業

(2)お試しほ場活用促進事業 定額(10分の10以内)

(3)耕作放棄地再生支援事業 定額(10分の10以内)

(4)事業承継加速化事業 定額(10分の10以内)、2分

の1以内又は10分の3以内

４ 緊急対応支援型 当該経費の10分の３又は

（１）防疫対応事業 国の助成額の２分の１の

いずれか低い額以内。

（２）緊急対応事業 当該経費の10分の３以内



補 助 率 重 要 な 変 更

事 業 経 費 又 は

補 助 額 経費の配分 事業の内容

の 変 更 の 変 更

農業信用基金 農業近代化資金の融資に当たっ 当該経費の３分の２以内 － 1 事業の廃止

協会特別準備 て、適切な改善計画を策定した

金補助事業 担い手に対して、確実に債務保 2 補助金額の

証を行う制度の確立を図るた 変更

め、徳島県農業信用基金協会が

積み立てる特別準備金に必要な

経費

中山間地域所 中山間地域所得確保対策実施要 中山間地域所得確保対策 事業費の30％ 1 事業の新

得確保対策事 綱（令和3年1月28日付け2農振第 実施要綱の｢第８ 助成｣、 を超える増減 設、中止又は

業 2612号農林水産事務次官依命通 中山間地域所得確保対策 廃止

知）に基づいて市町村等が行う 実施要領（令和3年1月28

事業に対する経費 日付け2生産第1917号生産 2 事業実施主

局長及び令和3年1月28日 体の変更

付け2農振第2613号農村振

興局長通知)の「第９ 助 3 補助金額の

成」及び中山間地域所得 変更

確保対策交付金交付要綱

（令和3年1月28日付け2農

振第2616号農林水産事務

次官任命通知)の「第３

(交付の対象及び交付

率)」に定めるとおり

最適土地利用 農山漁村振興交付金（最適土地 農山漁村振興交付金（最 事業費の30％ 1 事業の追加

総合対策事業 利用総合対策）実施要領（令和5 適土地利用総合対策）実 以上の増減 又は廃止

年4月1日付け4農振第3520号農林 施要領の「第２ 事業内

水産省農村振興局長通知）に基 容等」、農山漁村振興交 2 事業実施主

づいて市町村等が行う事業に要 付金交付等要綱（令和3年 体又は事業実

する経費 4月1日付け2農振第3695号 施期間の変更

農林水産事務次官依命通

知）の「第３（交付事業 3 補助金の額

の内容）」に定めるとお の変更

り

農地売買等支 農地中間管理機構の指定を受け 定額（10分の10以内） － 1 補助金の

援事業 た公益財団法人徳島県農業開発 額の変更

公社が農地売買等支援事業実施

要綱（平成12構改Ｂ第320号農林

水産事務次官依命通知）に基づ

いて行う事業に必要な経費



補 助 率 重 要 な 変 更

事 業 経 費 又 は

補 助 額 経費の配分 事業の内容

の 変 更 の 変 更

規模拡大によ （１）農地中間管理機構事業 定額（10分の10以内） － 1 補助金の

る「もうかる 農地中間管理機構の指定を受け 額の変更

農業」サポー た公益財団法人徳島県農業開発公

ト事業 社が農地集積・集約化対策事業実

施要綱（平成26年2月6日付け25経

営第3139号農林水産事務次官依命

通知）に基づいて行う事業等に

必要な経費

（２）機構集積協力金交付事業

市町村が農地集積・集約化対策

事業実施要綱（平成26年2月6日付

け25経営第3139号農林水産事務次

官依命通知）に基づいて行う事業

に必要な経費

遊休農地解消 農地中間管理機構の指定を受けた 農地集積・集約化対策事業 － 1 事業実施主

緊急対策事業 公益財団法人徳島県農業開発公社 実施要綱（平成26年2月6日 体の変更

が農地集積・集約化対策事業実施 付け25経営第3139号農林水

要綱（平成26年2月6日付け25経営 産事務次官依命通知）の 2 事業の新設

第3139号農林水産事務次官依命通 「別表２」及び農地集積 又は廃止

知）に基づいて行う事業等に必要 ・集約化等対策事業費補

な経費 助金交付要綱（平成26年2 3 事業費の30

月6日付け25経営第3140号 %を超える増

農林水産事務次官依命通 減

知）の「第２（交付の対

象及び補助率）の別表

２」に定めるとおり

農地利用効率 農地利用効率化等支援交付金実 農地利用効率化等支援交 － 1 補助金の
化等支援事業 施要綱（令和4年3月30日付け3経 付金実施要綱（令和4年3 額の変更

営第3156号農林水産事務次官依 月30日付け3経営第3156号
命通知）に基づいて市町村が行 農林水産事務次官依命通
う事業に要する経費 知）の「別表１」及び担

い手育成・確保等対策事
業費補助金等交付要綱
（平成12年4月1日付け12
構改B第350号農林水産事
務次官通知）の「第２
（交付対象及び補助率）
の別表Ⅱ」に定めるとお
り

地域計画策定 地域計画策定推進緊急対策事業 地域計画策定推進緊急対 － 1 補助金の
推進緊急対策 実施要綱（令和5年4月1日付け4 策事業実施要綱（令和5年 額の変更
事業 経営第3105号農林水産事務次官 4月1日付け4経営第3105号

依命通知）に基づいて市町村等 農林水産事務次官依命通
が行う事業に要する経費 知）の別表及び担い手育

成・確保等対策事業費補
助金等交付要綱（平成12
年4月1日付け12構改B第35
0号農林水産事務次官依命
通知）の「第２（交付対
象及び補助率）の別表
Ⅱ」に定めるとおり



別表２（第３条、第６条関係）

事 業 知事の定める書類 備 考

農山漁村未来 １ 事業の目的 様式第９号

創造事業 ２ 事業の内容及び経費の配分

３ 事業完了予定年月日

４ 収支予算

５ 事業計画書

間接補助事業者に間接補助金を交付する場合は、補助金の交付に関する

規程及び知事が必要と認める書類

農業信用基金 １ 事業の目的

協会特別準備 ２ 事業の内容

金補助事業 ３ 経費の配分

４ 事業完了予定年月日

５ 収支予算

６ 添付書類（知事が必要と認める書類）

中山間地域所 １ 事業の目的

得確保対策事 ２ 事業の内容

業 ３ 経費の配分

４ 事業完了予定年月日

５ 添付資料（知事が必要と認める書類）

最適土地利用 １ 事業の目的

総合対策事業 ２ 事業の内容

３ 経費の配分

４ 事業完了予定年月日

５ 添付書類（知事が必要と認める書類）

農地売買等支 １ 事業の目的

援事業 ２ 事業の内容

３ 経費の配分

４ 事業完了予定年月日

５ 収支予算

６ 添付書類（知事が必要と認める書類）

規模拡大によ １ 事業の目的

る「もうかる ２ 事業の内容

農業」サポー ３ 経費の配分

ト事業 ４ 事業完了予定年月日

５ 収支予算

６ 添付書類（知事が必要と認める書類）

遊休農地解消 １ 事業の目的

緊急対策事業 ２ 事業の内容

３ 経費の配分

４ 事業完了予定年月日

５ 収支予算

６ 添付書類（知事が必要と認める書類）



事 業 知事の定める書類 備 考

農地利用効率 １ 事業の目的

化等支援事業 ２ 事業の内容

３ 経費の配分

４ 事業完了予定年月日

５ 収支予算

６ 添付書類（知事が必要と認める書類）

地域計画策定 １ 事業の目的

推進緊急対策 ２ 事業の内容

事業 ３ 経費の配分

４ 事業完了予定年月日

５ 収支予算

６ 添付書類（知事が必要と認める書類）

別表３（第８条関係）

事 業 知事の定める書類 備 考

農山漁村未来 １ 事業の目的 様式第９号

創造事業 ２ 事業の内容及び経費の配分 財産管理台帳

３ 事業完了年月日 は様式第８号

４ 収支精算 とする。

５ 実績概要書

６ 実績報告書の添付調書

間接補助事業者に間接補助金を交付した場合は、補助金の交付に関する

規程（規程に変更があった場合のみ添付）及び知事が必要と認める書類

７ 財産管理台帳

農業信用基金 １ 事業の目的

協会特別準備 ２ 事業の内容

金補助事業 ３ 経費の配分

４ 事業完了年月日

５ 収支精算

６ 添付書類（知事が必要と認める書類）

中山間地域所 １ 事業の目的

得確保対策事 ２ 事業の内容

業 ３ 経費の配分

４ 事業完了年月日

５ 添付資料（知事が必要と認める書類）

最適土地利用 １ 事業の目的

総合対策事業 ２ 事業の内容及び実績

３ 経費の配分

４ 事業完了年月日

５ 収支精算

６ 添付書類（知事が必要と認める書類）

農地売買等支 １ 事業の目的

援事業 ２ 事業の内容及び実績

３ 経費の配分

４ 事業完了年月日

５ 収支精算

６ 添付書類（知事が必要と認める書類）



事 業 知事の定める書類 備 考

規模拡大によ １ 事業の目的

る「もうかる ２ 事業の内容及び実績

農業」サポー ３ 経費の配分

ト事業 ４ 事業完了年月日

５ 収支精算

６ 添付書類（知事が必要と認める書類）

遊休農地解消 １ 事業の目的

緊急対策事業 ２ 事業の内容及び実績

３ 経費の配分

４ 事業完了年月日

５ 収支精算

６ 添付書類（知事が必要と認める書類）

農地利用効率 １ 事業の目的

化等支援事業 ２ 事業の内容及び実績

３ 経費の配分

４ 事業完了年月日

５ 収支精算

６ 添付書類（知事が必要と認める書類）

地域計画策定 １ 事業の目的

推進緊急対策 ２ 事業の内容及び実績

事業 ３ 経費の配分

４ 事業完了年月日

５ 収支精算

６ 添付書類（知事が必要と認める書類）

別表４（第１４条関係）総合県民局及び東部農林水産局委任補助事業

事 業 備 考

農山漁村未来創造事業 受益地域が、２以上の総合県民局又は東部農林水産局の管内にわたる

ものを除く。水産業振興に関する事業については、南部総合県民局の

み該当する。

中山間地域所得確保対策事業 受益地域が、２以上の総合県民局又は東部農林水産局の管内にわたる

ものを除く。

最適土地利用総合対策事業 受益地域が、２以上の総合県民局又は東部農林水産局の管内にわたる

ものを除く。

規模拡大による「もうかる農業」サポ 農地中間管理機構事業に係る経費を除く。

ート事業

農地利用効率化等支援事業 受益地域が、２以上の総合県民局又は東部農林水産局の管内にわたる

ものを除く。

地域計画策定推進緊急対策事業 受益地域が、２以上の総合県民局又は東部農林水産局の管内にわたる

ものを除く。



別表５（第１４条関係）課（室）直接執行補助事業

事 業 備 考

農山漁村未来創造事業 総合県民局又は東部農林水産局管内事業を除く。

（水産業振興に関する事業）

農業信用基金協会特別準備金補助事業

中山間地域所得確保対策事業 総合県民局又は東部農林水産局管内事業を除く。

最適土地利用対策事業 総合県民局又は東部農林水産局管内事業を除く。

農地売買等支援事業

規模拡大による「もうかる農業」サポ 機構集積協力金交付事業に係る経費を除く。

ート事業

遊休農地解消緊急対策事業

農地利用効率化等支援事業 総合県民局又は東部農林水産局管内事業を除く。

地域計画策定推進緊急対策事業 総合県民局又は東部農林水産局管内事業を除く。


